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令和７年６月定例会提出 予算・一般議案一覧 
  Ｒ７．５．２９ 

№ 議案番号 議 案 の 題 名 概   要 所管課 

1 

議案第３８号 専決処分の承認を求めることについて

（令和６年度熊谷市一般会計補正予算

（第８号）） 

繰越明許費の補正 

①追加 

（人件費   ３，５８１千円） 

（低所得者等追加支援給付金給付事業    １４４，３９３千円） 

（子育て支援・保健拠点施設整備事業  ５３６，６６２千円） 

（クマＰＡＹ発行事業  ７，１５０千円） 

（道路維持経費  ５，８８０千円） 

（道路整備事業    １１６，２８１千円） 

（池上地区「道の駅」整備事業  ２６，６６０千円） 

（池上地区「道の駅」関連道路整備事業   １０，０９２千円） 

（通学路整備事業   ２９，０４５千円） 

（排水路等維持管理経費   ３６，８０１千円） 

（籠原駅南口線道路改良事業   ８６，８００千円） 

②変更 

（新星川改修事業   ７，７００千円→１７８，０７０千円） 

財政課 

2 

議案第３９号 専決処分の承認を求めることについて

（令和６年度熊谷市熊谷都市計画事業

土地区画整理事業特別会計補正予算（第

２号）） 

繰越明許費の補正 

①追加 

（上之土地区画整理実施事業           １６２，６９６千円） 

②変更 

（上石第一土地区画整理実施事業 ７０，０００千円→１０３，３００千円） 

財政課 

3 

議案第４０号 専決処分の承認を求めることについて

（熊谷市税条例の一部を改正する条例） 

①「地方税法」の一部改正に伴うもの 

ア 特定マンションに係る固定資産税の減額措置に関する申告の特例措置の

新設 

イ 軽自動車税種別割の標準税率の区分の見直し

②令和７年４月１日から施行 

市民税課 

資産税課 
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4 

議案第４１号 専決処分の承認を求めることについて

（熊谷市都市計画税条例の一部を改正

する条例） 

①「地方税法」の一部改正に伴い、都市計画税に係る課税標準の特例に関する規

定の整備を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

資産税課 

5 

議案第４２号 

専決処分の承認を求めることについて

（熊谷市国民健康保険税条例の一部を

改正する条例） 

①「地方税法施行令」等の一部改正に伴うもの 

ア ５割減額対象世帯の所得の減額判定基準額の算定に係る被保険者等の数

に乗じる金額の引上げ  ２９万５千円 → ３０万５千円 

イ ２割減額対象世帯の所得の減額判定基準額の算定に係る被保険者等の数

に乗じる金額の引上げ  ５４万５千円 → ５６万円 

②令和７年４月１日から施行 

保険年金課 

6 
議案第４３号 令和７年度熊谷市一般会計補正予算（第

１号） 

別紙参照 財政課 

7 
議案第４４号 令和７年度熊谷市下水道事業会計補正

予算（第１号） 

別紙参照 経営課 

8 
議案第４５号 熊谷市情報公開条例の一部を改正する

条例 

①行政情報の公開決定の期限に係る特例の見直しを行うもの 

②公布の日から施行 

庶務課 

9 

議案第４６号 熊谷市税条例の一部を改正する条例 ①「地方税法」の一部改正に伴うもの 

ア 個人の市民税に係る特定親族特別控除の新設 

イ 加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例の新設 

②アの改正は令和８年１月１日から、イの改正は同年４月１日から施行 ほか 

 

市民税課 

資産税課 

納税課 

10 

議案第４７号 熊谷市遺児手当支給条例の一部を改正

する条例 

①遺児手当の額の引上げを行うとともに、遺児の対象年齢の拡大、保護者の受給

資格の見直し等を行うもの 

②令和７年１０月１日から施行 

 

こども課 

11 

議案第４８号 熊谷市土砂等のたい積の規制に関する

条例の一部を改正する条例 

①「宅地造成及び特定盛土等規制法」の規定により宅地造成等工事規制区域が指

定されることに伴い、土砂等のたい積に係る規制を廃止するもの 

②令和７年７月１日から施行 

 

環境推進課 
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12 

議案第４９号 熊谷市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

①「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準」の一部改正に伴い、連携施設の確保に関する経過

措置の適用期限を延長するとともに、保育内容支援等に係る基準の緩和等を行

うもの 

②公布の日から施行 

 

保育課 

13 

議案第５０号 熊谷市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

①「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正に伴い、連携施

設の確保に関する経過措置の適用期限を延長するとともに、保育内容支援等に

係る基準の緩和を行うもの 

②公布の日から施行 

 

保育課 

14 
議案第５１号 熊谷市個人情報の保護に関する法律施

行条例の一部を改正する条例 

①保有個人情報の開示決定等の期限に係る特例の見直しを行うもの 

②公布の日から施行 

庶務課 

15 

議案第５２号 熊谷市乳児等通園支援事業の設備及び

運営に関する基準を定める条例 

①「児童福祉法」の一部改正に伴い、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準を定めるもの 

②公布の日から施行 

保育課 

16 
議案第５３号 工事請負契約の締結について（熊谷市立

熊谷東小学校教室棟改修建築工事） 

①概要   熊谷市立熊谷東小学校教室棟の改修建築工事 

②契約金額 ６０７，６４０，０００円 

教育総務課 

（契約課） 

17 
議案第５４号 工事請負契約の締結について（熊谷市立

荒川中学校教室棟改修建築工事） 

①概要   熊谷市立荒川中学校教室棟の改修建築工事 

②契約金額 ４７４，１００，０００円 

教育総務課 

（契約課） 

18 

議案第５５号 工事請負契約の締結について（熊谷市立

佐谷田小学校教室棟改修建築工事（１

期）） 

①概要   熊谷市立佐谷田小学校教室棟の改修建築工事（１期） 

②契約金額 ３８３，９００，０００円 

教育総務課 

（契約課） 

19 

議案第５６号 工事請負契約の締結についての変更に

ついて（熊谷市子育て支援・保健拠点施

設整備事業建設工事） 

①概要 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業建設工事に係る請負契約の金

額の増額 

②契約金額 

ア 変更前 ４，９４２，０５８，７１５円 

イ 変更後 ５，００１，３２６，７１５円 

こども課 
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20 

議案第５７号 工事請負契約の締結についての変更に

ついて（旧妻沼清掃センター解体工事） 

①概要 旧妻沼清掃センター解体工事に係る請負契約の金額の増額 

②契約金額 

ア 変更前 ３３５，０２７，０００円 

イ 変更後 ３３７，０４０，０００円 

環境美化 

センター 

（契約課） 

21 

議案第５８号 工事請負契約の締結についての変更に

ついて（熊谷市立勤労会館等解体工事） 

①概要 熊谷市立勤労会館等解体工事に係る請負契約の金額の増額 

②契約金額 

ア 変更前 ２３９，８００，０００円 

イ 変更後 ２４２，８８０，０００円 

市民活動 

推進課 

（契約課） 

22 
議案第５９号 財産の取得について（災害対応特殊救急

自動車） 

①概要   災害対応特殊救急自動車の取得 

②取得価格 １９，８５５，０００円 

警防課 

（契約課） 

23 
議案第６０号 財産の取得について（高度救命処置用資

機材等） 

①概要   高度救命処置用資機材等の取得 

②取得価格 ２０，６８０，０００円 

警防課 

（契約課） 

24 
議案第６１号 事業契約の締結について（（仮称）道の

駅「くまがや」整備事業（その２）） 

①概要   （仮称）道の駅「くまがや」整備事業（その２）の事業契約 

②契約金額 １，９８２，３１２，６０５円 

道の駅 

整備室 

 



１　予算規模 （単位：千円）

補　正　額

(第１号) 992,536

0

0

992,536

※企業会計（下水道事業）は、歳入の増額補正。

２　補正予算の主なもの

　⑴　一 般 会 計 （単位：千円）

補 正 額 担 当 課

670,200 福祉総務課

6,396 こども課

6,000 こども課

28,647 保育課

35,000

21,000

一　般　会　計　補　正　予　算　 79,700,000 80,692,536

令和7年5月29日発表
担当課：財政課

令和７年度６月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額 合　　計

企　業　会　計　の　計

特　別　会　計　の　計 23,544,000 23,544,000

児童育成支援拠点事業

16,417,000 16,417,000

款 事　　　　　　項 備　　　　　　　　　　考

合　　　　　計 119,661,000 120,653,536

　養育環境等に課題を抱え、家庭や学校に居場
所のない児童等に対し、安全で安心できる居場
所となる場を開設し、生活習慣の形成や学習支
援、食事の提供等の包括的な支援を行う。

特別保育事業

　国の交付金を活用し、民間保育所等に対し、
物価高騰による運営費の負担増加に対する緊急
的措置として、光熱費及び食材料費の一部を補
助する。

10 教育費

小学校体育館空調設備整
備事業 　児童・生徒の教育環境の充実と災害時の避難

所環境の改善を目的に、順次、小中学校の体育
館の空調整備を進める。
　令和７年度は、小学校５校、中学校３校につ
いて実施設計を行う。

3 民生費

低所得者等追加支援給付
金給付事業

　国の経済対策に基づき、令和６年度に実施し
た定額減税に係る調整給付について、給付額に
不足が生じた方に対し、追加で給付を行う。

遺児激励事業

　両親又はいずれかの親を亡くされた児童の福
祉の増進等を図るため支給している遺児手当に
ついて、対象年齢を引き上げるとともに、支給
月額を増額する。

教育総務課

中学校体育館空調設備整
備事業

※そのほか、市へ寄せられた寄附金について、それぞれの寄附目的に応じて基金への積立て等の予算措置を行う。（2,285千円）

　　　　担当者　　総合政策部財政課　　川上
　　　　連絡先　　048-524-1117



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

～低所得者支援及び定額減税補足給付金のうち不足額給付～
　 低所得者等追加支援給付金給付事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡　048-580-7288　　内線　493

【内容】
　「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和６年１１月２２日閣
議決定）により、昨年実施された当初調整給付に不足のある方に対して差額を支給する方
針が示され、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を追加する令和６年度補正予算が
１２月１７日に成立し、「低所得世帯支援枠」が引き続き設けられたことを踏まえ、該当
する受給者に給付を行います。

　対象は令和７年１月１日に本市に住民登録のある以下の方です。
①令和６年度所得税及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来給付すべき所要額
と、昨年の当初調整給付での給付額との間で差額が生じた方
②本人及び扶養親族等として定額減税の対象外であり、かつ低所得世帯向け給付にも該当
しなかった方

　定額減税しきれないと見込まれた方等への追加の給付金(低所得者等追加支援給付金のう
ち「調整給付金(不足額給付)」)６５７，０００千円を含む、事業費６７０，２００千円を
補正予算に計上しました。

【効果】
　物価高騰の影響が大きい方への生活支援となることが期待できます。

特徴やPRポイント

　令和６年度低所得者等追加支援給付金給付事業と同様に、本市から確認書等を送付する
ことで、手続きの簡略化を図っています。
　また、公金受取口座を振込口座に指定した場合は、必要添付書類を省略することができ
ます。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部福祉総務課　担当　五百井

＜速報＞
令和７年度６月補正予算（案）概要

令和７年５月２９日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

遺児激励事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡048-524-1111　　内線426

【目的】
　昭和４４年に創設された本事業について、他の児童福祉関連の手当の制度とのバランス
や近年の物価上昇の影響等を考慮し、事業の見直しを図り制度内容を拡充することで、遺
児とその保護者の福祉の増進等を図ることを目的としています。
【内容】
１　遺児手当の額の引上げ
　　遺児１人につき、月額３，０００円を１０，０００円に引き上げます。
２　遺児の対象年齢の拡大
　　支給対象の遺児年齢について、義務教育修了前（１５歳年度末）から１８歳年度末ま
　で拡大します。
３　保護者の受給資格の見直し
　　保護者の所得審査基準について、生活保護基準からひとり親家庭等医療費支給基準に
　変更します。
【影響】
　本改正により、対象世帯及び遺児数は、約８０世帯、約１３０人の遺児（令和７年３月
時点の支給対象世帯４８世帯、遺児６８人）に拡大される見込みです。
【効果】
　遺児の健全な育成と福祉の増進が図られることが期待されます。

特徴やPRポイント

　令和７年３月に策定した「第３期熊谷市子ども・子育て支援事業計画」（計画年度：令
和７年度～令和１１年度）の基本目標において、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推
進」として、ひとり親家庭の自立支援の推進を掲げており、本事業もその一つとして位置
付けられています。本事業の制度拡充により、両親または父母のいずれかを亡くしている
遺児とその保護者の経済的支援が図られることが期待されます。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部こども課　担当　荒井・茂木

＜速報＞
令和７年度６月補正予算（案）概要

令和７年５月２９日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

児童育成支援拠点事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡048-524-1111　　　　内線585

【目的】
　養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、個々の状況に
応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、児童の最善の利益の保障と健
全な育成を図ります。

【対象】
　対象者は、養育環境等に課題を抱えた学齢期から１８歳未満の児童等及びその保護者で
す。対象家庭との面談や関係機関との個別事案会議を行った上で、利用が望ましいと判断
した家庭に対し、支援計画を策定し利用勧奨を行います。

【内容】
　利用者が生活リズムを作れるよう、週３日開所し、以下(1)～(7)を行います。
(1)安心・安全な居場所の提供　(2)生活習慣の形成　 (3)学習の支援
(4)食事の提供　　　　　　　　(5)課外活動の提供
(6)学校、医療機関、地域団体等の関係機関との連携
(7)保護者への情報提供、相談支援

特徴やPRポイント

・生活習慣の改善
　支援計画に基づき、週３日、定期的に事業を利用することで、食事や学習等を習慣化
し、生活リズムの改善を行います。

・国庫補助　子ども・子育て支援交付金（補助率1/3）
・県費補助　埼玉県すくすく子育て支援事業費補助金（補助率1/3）

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部こども課　担当　河合

＜速報＞
令和７年度６月補正予算（案）概要

令和７年５月２９日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

特別保育事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡　048-524-1111　　内線　538

【目的】
　保育所等における物価高騰による運営費の負担増加に対して、光熱費及び食材料
費の上昇相当分を補助することで、保育所等の運営の安定化に寄与し、保育の質を
維持します。

【内容】
　「埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業」の基準に準じて、光熱費と食材料費高
騰の影響を受けている民間保育所等を支援します。
  対象は、保育園、認定こども園等の合計４３施設です。

特徴やPRポイント

　補助要件等は、「埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業」に準じたものとしま
す。
　県による補助が３か月分（補助率：１/２）であるところ、市で３か月分を上乗
せし、合計６か月分に拡充した補助を行います。
　事業総額（予定）：
　　上乗せ前（３か月分）→　14,305千円（県7,152千円、市 7,153千円）
　　上乗せ後（６か月分）→　28,647千円（県7,152千円、市21,495千円）

　市負担分は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部保育課　担当　落合、正田

＜速報＞
令和７年度６月補正予算（案）概要

令和７年５月２９日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

小学校・中学校体育館空調設備整備事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡048-524-1111　　内線371

【目的】
　児童・生徒の教育環境の充実と災害時の避難所環境の改善を目的とします。

【内容】
　児童・生徒の学習生活の場であり、災害時には避難所として活用される学校体育館につ
いて、避難所機能を強化し、耐災害性の向上を図る観点から市内全ての小中学校体育館
（41校）への空調設備設置を順次進めます。令和７年度は、令和８年度の工事に向け、小
学校５校、中学校３校の実施設計を行います。

【経緯】
　熱中症の危険がある日は、屋外だけでなく、空調がない体育館でも活動を制限していま
す。また、学校は災害時の避難所にもなっています。
　
【影響・効果】
　児童・生徒の健康を守るとともに、より快適な学校生活を送ることができ、体育館は避
難所にもなっていることから、災害時には季節を問わず避難所生活を送ることができま
す。

特徴やPRポイント

　工事には、「空調設備整備臨時特例交付金」の活用を見込み、断熱性の確保工事を同時
に行うなど、防災拠点としての機能強化を図ります。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

教育委員会　教育総務課　柳澤、角張

＜速報＞
令和７年度６月補正予算（案）概要

令和７年５月２９日発表


